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問題の所在 
近年，日本では障害者支援施設に入所する知的障害者の高齢化が進んでおり，高齢化が
課題になっていると回答している施設が８割に上る． 
先行研究から，知的障害者は一般の人に比べて認知症により早期に高い割合で罹患する
こと，また認知症に罹患，もしくは認知症様相症状がある人に対する支援方法が確立して
いないことが明らかになった．それら結果から，障害者支援施設では認知症罹患者や認知
症様相症状がある人が増加しているが，支援方法が確立しておらず，課題となっているこ
とが考えられた． 
 
本研究の目的と本論の構成 
そこで本研究では，障害者支援施設に入所する認知症様相症状がある知的障害者の状況
を明らかにし，支援のあり方について検討することを目的とした． 
論文構成は，Ⅲ部構成とした．また研究の視座として，障害者支援施設で入所者に対す
る支援全般をソーシャルワークと位置づけた． 
第Ⅰ部序論では，知的障害者の高齢化と認知症について，国内外の先行研究レビューを
行い，日本の障害者支援施設における知的障害者の高齢化の現状を明らかにし，知的障害
者で認知症様相症状がある人の支援に関連する課題の整理を行った． 
第Ⅱ部の本論では，５つの観点，すなわち１）障害者支援施設に入所する知的障害者の
認知症罹患と認知症様相症状がある人を疫学的観点，２）認知症様相症状がある知的障害
者の状態像を明らかにする観点，３）早期発見や支援に活かす情報の観点，４）障害者施
設における入所者への直接支援の実際と課題の理解の観点，５）制度的な課題の観点，か
ら６研究を行った． 
第Ⅲ部の総合考察では，実証研究の結果を受け，認知症様相症状がある知的障害者の支
援課題について検討した． 
 
実証研究から得た知見 
実証研究として行った第４章から第９章で得られた知見を確認する． 
第４章では，障害者支援施設に入所する知的障害者で，医師から認知症の診断を受けて
いる人，診断はないが施設の支援員等が認知症様相症状があると判断した人の数を 2010 年，
2016 年に郵送調査をし，状況を経年的に把握した．その結果３点，①障害者支援施設に入
所する知的障害者で認知症の診断がある人の割合は年々有意に増加している，②医師の診
断はないが，支援員などに認知症様相症状がある，と判断される人の割合も増加してきて
いる，③ダウン症の人は非ダウン症の人と比較すると医師に認知症と診断されている人の
割合が有意に高い，の知見を得るに至った． 
 
第５章では，障害者支援施設に入所する認知症様相症状がある知的障害者の特徴を明ら
かにするために，個票を用いて 65 歳以上の入所者の ADL の状況を訊ねる調査を行い，認知
症様相症状がある人とない人との支援量を比較した．結果，２点すなわち，①認知症様相
症状がある人とでは，認知症様相症状がある人の方が障害程度区分が高く，身体機能自立
度は低く，食事は加工食，排せつはおむつ，である傾向，②この傾向は，認知症様相症状
がある人のみで比較しても，同じ傾向，を得られた．ここから認知症様相症状がある知的
障害者は，ない人よりも支援量が多い傾向の示唆を得た． 
 
第６章では，認知症様相症状がある知的障害者の症状を明らかにすること，認知症を疑
う契機となった症状と，出現した認知症様相症状について個票アンケート調査を用い明ら
かにした．また，ダウン症と非ダウン症に分けて結果を比較してそれぞれの症状の特徴を
明らかすることを試みた．結果，以下の５点，①ダウン症の人も非ダウン症の人も相症状
が表れる前と後では，表れた後の方が身体機能自立度は低下していた，②認知症様相症状
が表れた後は，非ダウン症の人よりもダウン症の人の方が身体機能自立度が低下する傾向
がみられた，③非ダウン症の人よりダウン症の人の方がより若年で認知症様相症状が表れ
る傾向がみられた，④認知症様相症状があるダウン症の人は，非ダウン症の人よりも 40 歳
以降の初発のてんかん発作が有意に出現していた，⑤障害者支援施設の支援員が入所者の
認知症を疑う契機となった症状で一番多かったのが「言ったことを忘れる，同じ質問を繰
り返す」であったが，ダウン症の人では「外出・室内灯で慣れた道や場所で迷う」であり，
支援員が認知症を疑う契機となる症状は，ダウン症の人と非ダウン症の人とでは違いがみ
られた，の結果を得た． 
 
第７章では，障害者支援施設において認知症様相症状がある知的障害者を支援している
施設に対し，支援の実際と課題についてのヒアリング調査を行い，結果を修正版グラウン
デッド・セオリー・アプローチにより分析し，支援の実際と課題を明らかにした． 
結果以下の４点の知見を得た．①認知症様相症状への対応は，所見の場合は戸惑ったり
困惑し支援の自信喪失につながることもあるが，支援を通じて適応促進の試みや支援策が
見いだされる．②障害者支援施設で認知症様相症状がある人を支援する際には，これまで
の指導的支援から支持的支援への価値転換に困難を来す場合がある．③施設における入所
者の認知症様相症状がある人への直接支援での課題は，症例等の知見の蓄積が十分ではな
い状況から生じていると捉えられる．④障害者支援施設で認知症様相症状がある人を支援
する際に制度の未整備から生じている課題もあり，それは障害者支援施設で認知症様相症
状がある人を支援することが想定されていないことが理由として考えられる． 
 
第８章では，第７章で明らかになった支援課題の一般化のため，障害者支援施設で入所
者に認知症様相症状がある知的障害者がいる 104 施設に対し，支援課題，認知症様相症状
がある人に適した居住の場，また自由記述の内容のアンケート調査を行い，以下の２点の
知見を得た．①障害者支援施設で認知症様相症状がある知的障害者の支援を行う際に生じ
る課題は，認知症様相症状そのものよりも，支援体制，環境から生じる傾向がみられた．
②認知症様相症状がある知的障害者の居住の場として適切なのは，知的障害者支援を専門
とした施設と考えられている. 
 
第９章では，認知症様相症状がある知的障害者の支援を行っていることを公表し，積極
的な支援をしている施設に対し，支援内容，克服してきた課題，また現段階でも克服がで
きていない課題についてヒアリング調査を行い，KJ 法の分析法を参考に支援方法と課題を
分析した．結果，９点の知見を得た．認知症様相症状がある知的障害者の支援には，①【知
的障害者の認知症の事前認識の利点】，②【早期発見がもたらす効果】，③【医師からの診
断があることの利点】，④【若年者と高齢者の居住を分ける利点】において支援に効果や利
点が見いだされること，また⑤【認知症様相症状の有無での支援の違い】，⑥【認知症症状
がある人とない人の支援の共通点】が分別されていた．それらの知見の蓄積から⑦【認知
症様相症状がある知的障害者支援の肯綮】が整理され，それにより⑧【支援の本質への回
帰と自信の回復】に繋がっていた．しかし，制度等によって支援において⑨【越えられて
いない課題】があることも同時に示唆された．以上から，以下の５点が見いだされた．①
認知症様相症状がある知的障害者の支援では，自立支援から要介護支援への施設全体での
支援観・方針の転換が求められる，②支援観・方針の転換，また施設全体にその転換が浸
透するまでには時間を要する，③知的障害者の認知症特性から引き起こされる課題は「介
護保険と障害者総合支援法との整合性」があげられる，④障害者支援施設において「知的
障害者の認知症の見極め困難」であることが課題としてあげられる，⑤認知症様相症状が
ある知的障害者の支援では，「本人のニーズの本質に注目」，「他領域の支援方法からの学び」，
「個人支援の積み重ね」，「本人の変化への着目」することが重要となる． 
総合考察 
以上の研究の結果から，以下の４点の結論に至った． 
第１は障害者支援施設に入所する知的障害者の高齢化，及び認知症様相症状を呈する人
の割合は高まってきており，支援に課題が生じている．特に障害者支援施設にこの状況に
ついての普及啓発が求められる． 
第２は，支援に生じている課題は，支援における課題と制度から生じる課題があること
が明らかになった．支援における課題は，これまで「指導・訓練」の観点から行われてき
た支援観・支援方針の転換が必要になってくるが，その転換が困難であることが明らかに
なった．障害者支援施設においては，認知症様相症状がある人に対する支援においては，
これまでの「指導・訓練」という支援観から「バリアフリー化を含め，生活の質を向上さ
せる視点」（厚生労働省：2000）への転換が必要になる事実の認識が必要となる． 
第３は，制度の課題で，４点ある．１つは医療確保の問題である．認知症様相症状の有
無にかかわらず，知的障害者の医療受診の困難は以前から指摘されていたが，今後高齢化
が進み，より医療が必要な状況になってくることから鑑みると，知的障害者が医療を受け
られる体制の整備や方法の構築が急務である．２つは，介護保険と障害者支援制度の兼ね
合いの問題である．障害者支援制度と介護保険制度の整合性をどのように図っていくかが
改めて問われている．高齢知的障害者支援の政策は一般の高齢者制度である介護保険に移
行する流れが見て取れるが，介護保険制度のサービスが高齢知的障害者にとってベストな
内容とはいえない．３つは，障害者支援施設で認知症特性がある知的障害者を支援しよう
とした際に，支援人員が不足する課題である．これは障害者支援施設が，知的障害者のラ
イフステージを想定されたことに課題があると考えられる．障害者支援施設においてライ
フステージが意識された支援のあり方の検討が必要である．４つは，認知症様相症状があ
る知的障害者の居住の場の問題である．これは既存の制度や施設ではなく，高齢知的障害
者の支援を専門とする場の構築，確保が必要であると考えられる． 
以上の状況，結果を踏まえた上で，障害者支援施設の支援員は，認知症に罹患している，
もしくはその様相を呈する知的障害者が増加していることを理解し，支援方針の転換の必
要性を認識し，その事実の普及啓発，社会資源の開発と連携，及び制度の構築を行うため
に社会に働きかけていくソーシャルワーカーとしての役割が求められていることを提言し
た． 
 
 
